(様式１)

	※　　　－
	(事務局使用欄)



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

公益財団法人新潟県国際交流協会理事長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
所在地
団体等名称

団体等代表者名（個人氏名）

　

印

新潟・国際協力ふれあい基金助成金交付申請書

　標記助成金に係る事業を下記のとおり実施したいので、新潟・国際協力ふれあい基金助成金交付要綱第５条の規定により、助成金の交付を申請します。

記

	１　事　業　名
	

	２　対象国・地域名
	

	３　事業内容
	※該当する活動を一つ選んで○を付けてください。

(1)対象地域の被災地における人道援助活動、開発途上地域における国際協力活動

(2)対象地域との国際協力に係る相互交流活動
(3)対象地域出身の人材を県内で育成する活動

(4)その他

	４　対象となる活動
	※該当する活動を一つ選んで○を付けてください。

ア　対象地域における災害発生時の医療活動、食料・飲料水給付など現地の住民を援助するために行う活動
（添付資料１を添付）
イ　対象地域のうち開発途上地域における医療、教育、環境、人材育成などの国際協力活動　（添付資料１を添付）
ウ　対象地域との国際協力に係る人的交流を中心とした相互交流活動　（添付資料２を添付）
エ　対象地域出身の人材を県内で育成する活動
（添付資料３を添付）

	５　申請事業の全体計画期間

（うち今回申請対象分）
	　　　年　　　月　～　　　　年　　　月

（　　　　年　　　月　～　　　　年　　　月 ）

	６　申　請　額
	　　　　　　　　　　　　　　　　円 

	
	
	

	事務担当者の連絡先
	所属・氏名
	

	
	ＴＥＬ
	ＦＡＸ
	Ｅ-ＭＡＩＬ


（添付資料１）
事業実施計画書
１　事業の趣旨及び目的

２　事業の内容

※何を、いつ、どこで、どのように実施するのかを具体的に記入。

３　事業の必要性
（１）現状と課題

※現地がどのような問題を抱えているかを具体的に記入。
（２）現地政府及び公的機関の支援の有無

　　※支援がある場合は、組織の名称と支援内容を明示し、その支援の不十分な点と、その不十分さを補うために必要なＮＧＯの支援内容について記載すること。

支援が無い場合は、その理由を明記すること。

（３）解決支援策
　※本申請事業がいつ、誰の（何人の）、どのような問題を、どの程度解決するかについて
明記すること。
４　事業の実効性

（1） 実施スケジュール

※時間経過や作業工程が分かるように、できるだけ具体的に記入すること。

（2） 現地協力団体等
※組織の名称と具体的な協力内容を記入すること。

（3） 資金計画

別紙による。（※資金計画を別紙で添付すること）
　

５　事業成果の持続的な展開（現地の自立）
（１）現地の協力

※現地住民（又は現地協力団体）の本申請事業に対する主体的な取り組みと、その取り組みを継続的に発展させるための具体的方策を記入すること。
（２）将来展望

※本申請事業終了後の事業展開(いつまでに何を達成したら終了するか）と資金計画（どこからいくら調達するか）を記入すること。
　

事業の収支計画
	区　分
	項　　　　　目
	金額　(円)

	収　入
	自己資金
	

	
	
	

	
	
	

	
	新潟・国際協力ふれあい基金
	

	
	
	

	
	その他の団体からの助成金〈別記〉
	

	
	
	

	
	計
	

	支　出
	助成対象経費
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	助成対象外経費
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	計
	


（注）長期にわたる事業については、今回申請事業に係る経費のみご記入ください。
＜別記＞ 申請事業に係る他団体からの主な助成金

	団　体　等　の　名　称
	助成額 (千円)
	申 請 手 続 状 況

	
	
	□確実　□申請中　□今後申請

	
	
	□確実　□申請中　□今後申請

	
	
	□確実　□申請中　□今後申請


（添付資料２）　

事業実施計画書
１　事業の趣旨及び目的

　　※事業の目的が、どのような点で人道援助又は国際協力であるかを明記すること。

２　事業の内容

※何を、いつ、どこで、どのように実施するのかを具体的に記入すること。

３　事業の必要性

　　※新規事業の場合、立ち上げの理由を具体的に記入すること。

※既存事業のｸﾞﾚｰﾄﾞｱｯﾌﾟの場合、どの点においてｸﾞﾚｰﾄﾞｱｯﾌﾟしたかを具体的に記入すること。

　※新規、既存事業のいずれも公的支援が期待できない理由を明記すること。

４　事業の実効性

（１）実施スケジュール

※時間経過や作業工程が分かるように、できるだけ具体的に記入すること。

（２）他の協力団体等

※組織の名称と具体的な協力内容を記入すること。

（３）参加者の公募

※本申請事業への参加者について、対象者、人数及び募集方法について具体的に記入するこ
と。

（４）資金計画

別紙による。（※資金計画を別紙で添付すること）
５　事業成果の持続的な展開

（１）事業成果の面的広がり　

※本申請事業への参加者、県民及び対象地域（住民に）が受けるそれぞれのメリットは何かを記入すること。　

（２）事業成果の時間的広がり（将来展望）

○本申請事業の終了後の事業展開(いつまでに何を達成したら終了するか）と資金計画（どこからいくら調達するか）を記入すること。

（添付資料３）　

事業実施計画書
１　事業の趣旨及び目的

２　事業の内容

※何を、いつ、どこで、どのように実施するのかを具体的に記入すること。

３　事業の必要性

（1） 対象者の学業成績（又は業務実績）

※成績証明書写し又は（勤務事業所等からの）推薦書等､既存の書類での代用可。

（2） 対象者の選定

※対象者を選定した理由について明記すること。

（3） 公的機関の援助

　　※公的機関等の資金援助制度の対象とならない理由を明記すること。

４　事業の実効性

（1） 育成プログラム・スケジュール

※時間経過や作業工程が分かるように、できるだけ具体的に記入。

（2） 他の協力団体等

※組織の名称と具体的な協力内容を記入すること。

（3） 資金計画

別紙による。（※資金計画を別紙で添付すること）
５　事業成果の持続的な展開（将来展望）

※本申請事業の終了後に、新潟県と出身地域の繋がりを深めるために、対象者が将来どのように貢献できるかについて明記すること。

（添付資料４）　　

申請者の事業実績に関する調書
１　（団体の場合）設立年月日、（個人の場合）活動の開始時期

２　過去２年間の活動の実績

・　活動地域

・　活動内容

・　活動期間

　・　財政的基盤

　　　※事業実施に当たっての積立金の存否、有力財団等からの補助実績、運営費に対する寄付金実績等について記入すること。
・　人的組織基盤

※(団体の場合)団体構成員などの名簿及び活動歴等を記入すること。

※(個人の場合) 常時協力を得られるボランティアなどの名簿及び活動歴等を記入、または添付すること。
３　対象国(地域)内で実施する他の事業
	事業名
	地区名
	内　　容
	予算額(千円)
	事業期間

	
	
	
	
	～

	
	
	
	
	～

	
	
	
	
	～


※　本調書は、直近の事業年度における事業報告書及び会計報告書の写し等､既存の書類で代えることもできます。

※　活動状況を示す新聞・雑誌などの記事があれば、写しを添付してください。

(添付書類)


事業実施計画書（添付資料１～３）　　


□ 申請者の事業実績に関する調書（添付資料４）





別　紙









